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[bookmark: _Toc85803048]１　事業の概要
[bookmark: _Toc85803049]事業の目的
当事業は、令和４年度地方創生推進交付金事業として実施する国庫補助事業である。
現在、村では地域活性化策の一つとして、村外からの移住促進に向けて各種施策を推進している。その一環として、丹波山村のブランディングや新しいライフスタイル提案に資する、事業意欲の高い移住者のための快適でリーズナブルな価格の住宅モデルの創出に取り組んでいる。
令和2年度には、丹波山村ビレッジハウスプロジェクトとして押垣外地区にパイロットハウスを1戸建設し、令和３年度には、第２期プロジェクトとして同地区に１戸建設し、モデル住宅の運用を開始した。当事業は丹波山村ビレッジハウスプロジェクトの第３期と位置付けられ、モデル住宅の量産化と応用性の検証を兼ねて、世帯向けの住宅としてさらに1戸建設するものである。計画地には、木造２階建ての住宅が残置されている。そのため、当事業においては、この住宅の解体から新規住宅の建設までを一括発注する。
事業の概要・コンセプトは、「資料1_丹波山村ビレッジハウスコンセプトおよび要求水準」 を参照すること。

[bookmark: _Toc85803050]事業名称
丹波山村ビレッジハウスプロジェクト第３期建設計画

[bookmark: _Toc85803051]発注方式
本事業は、本要項にて提示する要求条件をもとに、公募型プロポーザル方式により選定した設計・施工者が設計業務、工事監理業務及び建設業務を一括して行う「デザインビルド方式」により実施する。

[bookmark: _Toc85803052]計画地
	所在地番
	：山梨県北都留郡丹波山村字中組2553-3、2564-2　２筆

	敷地面積
	：約　214.49㎡ 　（課税台帳面積）　

	用途地域
	：区域外　無指定

	建ぺい率
	：区域外　無指定

	容積率
	：区域外　無指定

	斜線制限
	：区域外　無指定

	所有者
	：丹波山村　

	備考
	：近隣住民に配慮し建設すること。


　詳細は「資料２_第1期竣工図書」を参照のこと

[bookmark: _Toc85803053]工期
契約締結日の翌日から令和５年３月２４日まで
	


[bookmark: _Toc85803055]業務範囲
業務内容は次のとおりとする。
「資料1_丹波山村ビレッジハウスコンセプトおよび要求水準」も併せて参照すること。
役割分担については「資料3_役割分担表」を参照すること。

ア　共通業務
・設計説明書作成・更新業務
・会議参画・打合せ資料作成業務
・コスト管理業務
・必要な各種申請業務
・交付金等申請に係る支援業務
イ　設計業務
・積算・見積業務（数量、単価、見積）
・基本・実施設計業務（関係行政機関の指導他関係法令を遵守しつつ、設計を行うこと）
・維持管理業務に係る仕様書作成業務
ウ　工事監理業務
・図面等を設計書に照らして検討
・工事の確認及び報告
・各種工事検査
・監理に係るその他業務
・施工中に発注者に対し現場説明会を実施し、施工状況確認を行う。
・設計内容の矛盾、不適切な収まりなどの不測の事態が生じた場合に速やかに発注者に報告し、その処理について協議すること。
エ　建設業務
・建設業務（解体工事・外構工事を含む）
・施工段階に係る各種申請業務
関係行政機関の指導及び関係法令を遵守しつつ、近隣住民や交通及び作業者の安全等に配慮した施工管理を実施すること。
オ　その他関連業務
・各種調査業務
・その他
[bookmark: _Toc85803056]２　事業予算
既存住宅解体工事費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,500,000円（税込）上限
建築設備等工事費および設計費（家具除く）　　　　　	22,000,000円（税込）上限
村支給の資材（木材）を活用し工事費を抑制すること
用地取得費等は別途
なお、建築設備等工事費および設計費については、国庫補助事業として実施する。
　　
[bookmark: _Toc85803057]３　参加者の参加資格要件
1. [bookmark: _Toc85803058]参加者の構成等
ア　　参加者は、村の求める性能を備えた本施設の基本設計・実施設計、工事監理及び建設を行うことができる企画力、資力、信用、技術的能力及び実績を有する複数の企業により構成された特定建設共同企業体（以下、「共同企業体」という。）、又は単体企業とする。
イ　　参加者は、本施設の基本設計・実施設計を行うもの（以下、「設計企業」という。）、本施設の工事監理を行うもの（以下、「工事監理企業」という。）、及び本施設を建設するもの（以下、「建設企業」という。）により構成されるものとする。なお、一社が各々の業務を兼ねて実施することは差し支えない。

[bookmark: _Toc85803059]参加者の資格要件等
ア　　参加者の共通資格要件
参加各社は、それぞれ次に掲げる(ア)～(コ)の資格要件を満たすこと。
（ア）本事業を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財務能力を有していること。
（イ）地方自治法施行令（昭和22 年政令第16 号）第167 条の4 に規定する者に該当しないものであること。
（ウ）会社更生法（平成14 年法律第154 号）第30 条の規定により更生手続き開始の申し立てをした者においては、同法に基づく裁判所の更生計画認可が参加資格確認に必要な書類の提出期限までになされた者であること。
（エ）会社法（平成17 年法律第86 号）第511 条の規定による特別清算開始の申し立てがなされていないこと。
（オ）破産法（平成16 年法律第75 号）第18 条又は第19 条の規定による破産手続き開始の申し立てがなされていないこと。
（カ）手形交換所による取引停止処分を受けていないこと。
（キ）過去２年間、法人税、消費税、事業税、法人市民税、固定資産税等の公租公課を滞納していないこと。
（ク）暴力団への利益供与など、関与がないこと。
（ケ）工事等の請負契約に係る指名競争入札参加者の資格審査及び指名等に関する要綱に基づく基準等（昭和61年10月21日訓令第2号）により指名停止期間中の者でないこと。
（コ）本事業の技術提案書審査委員会の委員が属する法人その他の団体でないこと。

イ　設計企業の資格要件
　設計企業は、次に掲げる(ア)～(エ)の資格要件を満たすこと。共同企業体において設計企業が２社以上となる場合、１社は全ての資格要件を満たし、その他は（ア）、（イ）を満たすこと。
（ア）建築士法（昭和25 年法律第202 号）第23 条第1 項の規定に基づく一級建築士事務所又は二級建築士事務所の登録を受けていること。
（イ）審査資料の提出期限の日から優先交渉権者の決定の時までの期間に、建築士法（昭和25 年法律第202 号）第26条第2項の規定に基づく事務所の閉鎖の処分を受けていないこと。
（ウ）参加表明書の受付日から起算して過去3 か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係があり、一級建築士もしくは二級建築士である管理技術者を配置できること。
　　　　　　（エ）山梨県内の建築物の設計実績があること。（過去５年以内）

ウ　建設企業の資格要件
建設企業は、次に掲げる（ア）～（ウ）の資格要件を満たすこと。共同企業体において建設企業が２社以上となる場合、１社は全ての資格要件を満たすこと。　
（ア）建設業法（昭和24 年法律第100 号）第3 条第1 項の規定に基づく、「建築工事業」の特定建設業許可を有すること。
（イ）以下のａ，ｂの要件を満たす監理技術者を、建設業法の定めるところにより専任で配置できること。
ａ　1級建築施工管理技士、一級建築士等当事業の施工に必要な資格を有し、建築工事業に対応した監理技術者資格者証の交付を受け、監理技術者講習修了証を取得していること。
ｂ　参加表明書の提出日において、参加者の組織と３か月以上の直接的な雇用関係があること。
　　　　　　（ウ）山梨県内の建築物の工事実績があること。（過去５年以内）

エ　建設企業の監理技術者及び現場代理人の資格要件
建設企業の監理技術者及び現場代理人は、それぞれ次に掲げる（ア）、（イ）の資格要件を満たすこと。なお、監理技術者は、現場代理人を兼任することができる。
（ア）建築士法（昭和25 年法律第202 号）第2 条第2 項の規定に基づく一級建築士もしくは二級建築士、または建設業法（昭和24年法律第100号）第27条に基づく1級建築施工管理技士もしくは２級建築施工管理技士であること。
（イ）過去10 年間に、「公共的施設等、準公共的施設等、または事務所等」の新築工事に係る建築一式工事において監理技術者または現場代理人として従事した実績が1件以上あること。

[bookmark: _Toc85803060]参加者の参加資格確認基準日
参加者の参加資格の確認は、審査書類の提出日を基準として行う。ただし、参加資格の確認後、優先交渉権者決定日までに参加者の参加資格要件を欠くような事態が生じた場合には失格とする。



[bookmark: _Toc85803061]４　選定の手順
1. [bookmark: _Toc85803062]選定の方法
本事業は、価格と価格以外の要素を総合的に評価して優先交渉権者を決定する公募型プロポーザル方式を採用する。

[bookmark: _Toc85803063]選定のスケジュール（予定）
	日　程（令和４年）
	内　容

	９月９日（金）
	実施要領等の公告

	９月９日（金）～９月２０日（火）
	プロポーザル実施に係る資料の開示期間

	９月１６日（金）
	実施要領等に関する質問の提出期限

	９月１６日（金）
	プロポーザル参加表明書提出（17：00まで）

	９月２０日（火）
	実施要領等に関する質問への回答予定期日

	９月１５日（木）～９月２１日（水）
	審査書類提出期間（17:00まで）

	９月２８日（水）
	審査会の開催日

	９月２９日（木）～９月３０日（金）
	書類審査結果の通知　

	１０月３日（月）
	優先交渉権者の決定

	１０月上旬
	契約締結目標



[bookmark: _Toc85803064]プロポーザルの実施に係る資料の公表
プロポーザルの実施に係る資料は、本事業応募希望者に開示する。開示期間内に村に対し資料を請求すること。
なお、資料の請求および受領は、本事業応募希望者のみを対象とし、代理者等による請求、受領は認めない。
また、開示した資料を、本プロポーザル応募のための検討作業以外の目的に使用してはならない。

[bookmark: _Toc85803065]実施要領等に関する質問の提出、回答の公表
本要領に関する質問は、必ず応募者が「質問書」に質問の内容を簡潔にまとめて記入の上、電子メールにて送信すること。
また、直接口頭や電話での質問、受付期間終了後の質問は、受け付けない。
	受付期間
	令和４年９月９日（金）から令和４年９月１６日（金）17:00

	留意事項
	自らの応募書類、提案内容の優劣等に関する質問や、審査内容に係る問い合わせについては、公募の公平性を期すため審査の事前及び事後とも受付けない。

	質問送付先
	soumu@vill.tabayama.yamanashi.jp

	回答方法
	各応募者宛に回答を電子メールにて送付する。



[bookmark: _Toc85803066]現場確認について
特に現場説明会は行わない。
現地を確認したい場合は、事務局へ連絡した上で外部からの検分を行うことが可能。



[bookmark: _Toc85803067]審査書類の提出
参加者は、審査に必要な書類を以下のとおり提出する。審査書類の内容および様式については、
「資料４_提案様式集」を参照すること。
	提出期限
	令和４年９月１５日（木）～令和４年９月２１日（金）17:00

	提出先
	soumu@vill.tabayama.yamanashi.jp

	提出方法
	指定のデータフォーマットに従うこと

	担当窓口
	丹波山村総務課　舩木（ふなき）



[bookmark: _Toc85803068]審査等について
応募書類等の審査を厳正かつ公平に行うため、「丹波山村ビレッジハウスプロジェクト第2期建設計画設計施工者選定公募型プロポーザル審査委員会（以下、「選定委員会」という。）」を設置し、審査、選定を行う。
なお、応募が１事業者の場合であっても選定を行う。
1 事業者の選定について
事業者が提出した「提出物」及び事業者によるプレゼンテーションにより審査を行い、「提出物」及び「プレゼンテーション」の総合評価により優先交渉権者を決定する。
⑵審査の結果通知等について
審査結果は、応募者に文書により通知する。
⑶事業者決定から契約までについて
審査により選定された優先交渉権者と支払い方法や支払い時期等を協議の上、請負契約書に明記してすみやかに契約を締結する。また、優先交渉権者（共同企業体の場合は代表企業又は構成員）が、優先交渉権者の決定から設計業務委託契約の締結までに、村との契約に関して以下の事由に該当した場合は失格とする。
(1) 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）第３条、第８条第１項第１号若しくは第19条に違反し公正取引委員会から排除措置命令若しくは課徴金納付命令を受けたとき、又は同法に違反する犯罪容疑で公正取引委員会から告発されたとき。
(2) 贈賄・談合等著しく村との信頼関係を損なう不正行為の容疑により、個人若しくは法人の役員等又はその使用人が逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴を提起されたとき。

[bookmark: _Toc85803069]プロポーザル参加に係る留意事項等
ア　実施要領等の承諾
参加者は、村への審査書類の提出をもって、実施要領等の記載内容及び条件を承諾したものとする。
イ　費用負担
プロポーザル参加に関し必要な費用は、参加者の負担とする。
ウ　提出書類の取り扱い
（ア）提出書類の返却
参加者より提出された書類は、返却しないものとする。
（イ）著作権
村が示した図書の著作権は村に帰属し、その他の提出書類の著作権は各参加者に帰属する。
なお、村は本事業において、公表時には、優先交渉権者の承諾を得たものとして、「提案に関する提出書類」の全部又は一部を無償で使用できるものとする。
（ウ）特許権等
提案内容に含まれる特許権等の対象となっている工事材料、施工方法等を使用した結果生じた責任は、原則として参加者が負うものとする。
（エ）提出書類の変更等の禁止
提出書類の変更、差し替え、再提出は、村から指示する場合を除き、認めない。
（オ）追加資料の提出
村は、必要と認めた場合、追加資料の提出を要求することがある。
エ　村からの提示資料の取扱い
村が本事業に関して提供する資料は、本事業へのプロポーザルに係る検討以外の目的で使用することはできない。
オ　参加者の複数提案の禁止
参加者は、１つの提案のみ行うことができる。
カ　虚偽の記載をした場合
参加者が提出書類に虚偽の記載をした場合は、参加を無効とするとともに、虚偽の記載をした者について、損害賠償の請求等の措置を講じることがある。
キ　使用言語、単位及び時刻
参加に関して使用する言語は日本語、単位は計量法（平成４年法律第51 号）に定める国際単位系（SI）、通貨単位は円、時刻は日本標準時を使用する。

[bookmark: _Toc85803070]５　契約に関する事項
1. [bookmark: _Toc85803071]優先交渉権者との協議
[bookmark: _Toc17282299]当プロポーザルにより選定された優先交渉権者は、提出された見積書、提案書、スケジュールに基づき、速やかに契約の詳細を協議する

[bookmark: _Toc85803072]契約保証金の納付等
優先交渉権者は、丹波山村財務規則（昭和53年丹波山村規則第8号、平成元年3月16日規則第6号改正）に基づき、設計・監理業務委託契約及び工事請負契約の締結までに、契約金額の100 分の10以上に相当する契約保証金を村に納付しなければならない。ただし、優先交渉権者は、以下のいずれかの方法により、契約保証金の納付の免除を受けることができる。
ア　金融機関等の保証
イ　保証事業会社の保証
ウ　公共工事履行保証証券（履行ボンド）による保証
エ　履行保証保険契約の締結

[bookmark: _Toc85803073]契約約款について
仕様、コストに関する協議の合意に至ったのち、優先交渉権者と村は、以下の約款および契約書にもとづき設計・監理業務委託契約及び工事請負契約を締結する
山梨県　建築設計業務委託契約約款（令和３年１０月～）
山梨県　建設工事請負契約約款 (令和３年１０月～)
山梨県　建築工事監理業務委託契約約款 （令和３年１０月～）

[bookmark: _Toc85803074]６　その他
1. [bookmark: _Toc85803075]提案資料の取扱い
優先交渉権者の提案内容について、基本設計・実施設計業務の過程において、村との協議により具体的仕様その他を決定する。

[bookmark: _Toc85803076]情報の提供
村は、本事業に関する情報提供を、村のホームページを通じて適宜行う。

[bookmark: _Toc85803077]工事請負契約等に違反した場合の取扱い
事業実施協定若しくは契約の締結後、これらの協定もしくは契約に違反し、又は優先交渉権者となりながら正当な理由なくして契約を拒み、あるいは技術提案に関し不正又は不誠実な行為をし、契約の相手方として不適当であると認められる者については、工事等の請負契約に係る指名競争入札参加者の資格審査及び指名等に関する要綱に基づく基準等（昭和61年10月21日訓令第2号）により、期間を定め指名停止を行う場合があることに留意すること。

[bookmark: _Toc85803078]村の担当窓口（問い合わせ先）
〒409-0305山梨県北都留郡丹波山村890番地
丹波山村総務課（舩木）
電　話：0428(88)0211
ＦＡＸ：0428(88)0207
※土日祝日の対応は除く
※受付時間は午前9時から午後5時（ただし、正午から午後1時までの間は除く）
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